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第２章 被災宅地危険度判定実施体制の整備 

（県県土整備部） 

第１節 目的 
この計画は、災害時において宅地に係る危険性を早期に判定する「被災宅地危険度判定」の実施体制を整備する

ことを目的とする。 

 

第２節 宅地建物防災への取組 

１ 鳥取県被災宅地危険度判定連絡協議会 

   県（県土整備部）及び市町村は、地震又は降雨により大規模な宅地被害が発生した場合の宅地危険度の判定を

迅速的確に実施するため、鳥取県被災宅地危険度判定連絡協議会を設置し、以下の事務等に関する連絡調整や制

度の充実を図る。 

(１) 被災宅地危険度判定の実施体制の整備（資機材を含む）に関すること。 

(２) 被災宅地危険度判定士(被災宅地危険度判定業務調整員を含む)の養成及び登録への協力に関すること。 

(３) 被災建築物応急危険度判定との連携に関すること。 

 

第３節 被災宅地の危険度判定の実施体制の強化 

県及び市町村は、地震や降雨等により被災した宅地が引き続き安全に居住できるかどうか、また、余震等による

二次災害に対して安全であるかどうかの判定を行う危険度判定の実施体制を強化するものとする。 

なお、県においては、実施体制確保のため、鳥取県被災宅地危険度判定実施要綱を定めている。 

１ 県の体制整備 

(１) 被災宅地危険度判定制度に関する普及、啓発 

(２) 被災宅地危険度判定士(被災宅地危険度判定業務調整員を含む)の登録、養成 

(３) 県、市町村及び関係団体との連携体制の整備 

２ 市町村の体制整備 

(１) 被災宅地危険度判定を円滑に実施できる体制の整備、強化 

(２) 被災宅地危険度判定に関する情報を住民に周知 

 ※ 留意事項：平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震の被災地では、被災宅地危険度判定の

結果を罹災証明に用いた事例あり。 

 

第４節 市町村地域防災計画に定める事項 

県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下

のとおりである。 

１ 被災宅地危険度判定の実施体制の整備、強化 

  ２ 被災宅地危険度判定制度の住民への周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ は市町村実施部分

派遣調整

県を通じて支援策を提供

県は状況に応じて国・
他県へ宅地判定士の派
遣を要請

・ 危険度判定の実施
・ 判定結果の提示

（ 被災者）
市町村へ支援の申請→

災害発生
住民等からの情報により、
管内に相当程度の被害が発生

市町村災害対策本部

危険な宅地被害が発生
していると予測

（ 県）
←市町村へ宅地判定士の派遣

危険度判定の実施
○判定調整員をグループリーダーと

して市町村危険度判定実施本部に
配置

○１チーム３名の判定チームを複数
組織し班を構成

被災者

【 市町村による被災者支援】
○被災者の申請により、敷地被害証明書（危険度判
定調査票の写し等）を発行し、「被災者生活再建支
援制度」等の申請を受理、支援を実施
○その他、助成制度・融資制度等の紹介

市町村危険度判定
実施本部

県災害対策本部
（ 県危険度判定支援本部）

（ 市町村）
県へ宅地判定士
の派遣要請→

国 他県

（ 市町村）
←被災者へ支援の提供

被災宅地危険度判定及び被災者支援の流れ


